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SGHの取組を自ら一歩前に進められるよう、SGH事業の成果の調査、抽

Ⅰ-1 調査全体のエグゼクティブサマリー

調査設計： 各学校、各担当教員が 出、普及を行う

目的No1調査 目的No2調査 目的No3調査
平成27年度、28年度指定校の 平成26年度指定校の取組のうち、 自走のボトルネックを把握すべく
当初計画の進捗を把握 共有化できるTipsを集め、一覧化 担当教員、連携機関の状況を把握

学校Web調査 学校インタビュー調査 担当教員調査 国内連携機関調査

リサーチクエスチョン 国内連携機関がSGH指
定校との連携を維持するた
めのインセンティブは何か。

調査対象【回答数】 平成27年度指定校の
国内連携機関の主担当者
（大学、国際機関、民間団
体、NGO、NPO等）【44】

調査時期 令和元年10月4日～11月
15日

調査手法 Webによるアンケート調査

SGH指定校がSGHの研究
開発目標に沿った活動を
行っているかどうか。
SGH指定校の活動量が具
体的にどのくらいか。
SGH受講生の英語力
（CFER）は高まったか。

平成28年度指定校、
平成29年度指定校の学校代
表として回答する教職員【67】

令和元年11月6日～令和2
年3月31日
Webによるアンケート調査

定量的な昨年度調査から
「成果を挙げている」と定義さ
れた学校では、SGH事業に
直接の関連をもった独自の
取組（方法）があるか。
また、他校でも実践可能な
エッセンスがある場合、どのよ
うな計画、実行、検証、改
善が行われているか。

平成26年度指定校から、指導
方法・教材開発・評価方法等
の開発回数が多く、在校生の
CFER,卒業生の海外留学意
欲が高い学校のうち協力のあっ
た10校 【10】
令和元年10月17日～11月
15日
オンラインインタビュー調査（原
則1対1で1時間～2時間）

SGH事業への関わりを通し
て、参加教員はどのような
経験、資質・能力、ネット
ワークを得たのか。
参加教員の視点から見て、
組織（教員集団）は、ど
のような経験、資質・能力、
ネットワークを得たのか。

平成26年度指定校のSGH
事業に関わった教員（管理職
を除く）【94】

令和元年10月4日～11月
15日
Webによるアンケート調査
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Ⅰ-2 調査全体のエグゼクティブサマリー

目的No1調査 目的No2調査 目的No3調査調査結果 平成27年度、28年度指定校の 平成26年度指定校の取組のうち、 自走のボトルネックを把握すべく
当初計画の進捗を把握 共有化できるTipsを集め、一覧化 担当教員、連携機関の状況を把握

学校Web調査 学校インタビュー調査 担当教員調査 国内連携機関調査
各指定校の担当者による自己評 10校に対しインタビューを実施したとこ 担当教員の9割超が国際的な知識 1年以上の連携が5割を超えてお
価は高く、67校中65校がA評価 ろ、Plan→Do→Check→Actionの の成長を感じる他、生徒指導・学級 り、年次の計画も立案され、計画
(現状の取組継続により目標達成 ストーリーと26のToolを抽出 経営等の成長も実感 的な連携が実施されている
可能)以上である SGH指定期間前、指定期間中の問 教職員間連携、学校外の組織等と 活動内容も7割以上が改善して

題意識や生徒の意見も参考にしなが 連携する力など、組織としての力の おり、改善時には9割以上が担情報発信の頻度は高いとは言えず、
ら、試行錯誤のうえオリジナルのツール 向上も実感（10中9の項目で7割 当教員と協議外国語での成果の普及・還元に時 を開発 以上成長実感） 継続意向は9割を超えており、継間を割けなかった可能性が伺える 個別の教材だけでなく、学校全体で進 7割超が国内連携機関としてのネッ 続の理由の8割は生徒への成長SGH対象生徒のCEFRのB1及び めるための教員向けマニュアルや、測り トワークを継続 貢献Ｂ２の達成率は対象外生徒に比 にくいコンピテンシー等も積極的に認め 支援ニーズはネットワーク形成が最大。 SGH事業への要望は、周知・広べ圧倒的に高い ていけるような工夫があることが特徴 特に若手教員において。 報活動も多くありSGU対象大学への進学は昨年度 相談相手に教職員（9割超）の他 連携機関に体制構築があることと比較して伸びており、SGH対象 平成2 6 年度指定校で開発さ れた教育活動のアイ ディ ア例 生徒も5割を超える が、活動の長期化、活動改善、生徒全体で3,517名がSGU対象 学校名 開発内容 概要 教材 指導方法 評価方法

SGHスタ SGH指 連携機関の成長実感に繋がる研修参加の有無が、成長実感、ネッ
教材開発 ディ8枚 定校縦断筑波大学附属高等学校大学へ進学している

シート 評価結果
CAN-DO 可能性バーチャル バーチャル トワーク形成に影響を与え、役割のとCAN-ユース ユース指導開発 DOと事青森県立青森高等学校 フォーラム 業の関係＜各指定校担当者の自己評価＞ 指導案 性 固定化を脱却する鍵に ＜継続意向＞

生徒と共 フィールド 事業評価お茶の水女子大学附属高等 に作る探指導開発 ワーク自 アンケート すでに継続しな
平成27年度 39.3% 58.9% 10.8.0%% 究的な学 ＜生徒指導等学校 己評価表 票び冊子

いことが決まってへの影響＞34の力の
平成28年度 18.2% 72.7% 0% 指導開発 アンケート神戸市立葺合高等学校

紙 いる, 2.3% 無回答, 0.0%評価ワー0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% クショップ大阪府立三国ヶ丘高等学校 指導開発
資料S:目標以上の取組状況 A:現状の取組継続により目標達成可能

教員向けB:目標達成には取組内容の改善要 C:目標達成困難な取組の廃止･縮小要 その他島根県立出雲高等学校 マニュアル
未定だが､今のとこインタ＜SGU大学進学者数_SGH対象＞ ビュー実評価長野県長野高等学校 践対応マ ろ継続する意向は80.0%

71.4%

70.0% 63.6% ＜教員支援ニーズ ない, 4.5%サマー
60.0% ンプ、ダ北海道市立札幌開成中等 その他 アログ
50.0% 教育学校 勢（結

報告）40.0%

30.0%

グロー
20.0% 16.1% 指導開発名城大学附属高等学校 パスポ

9.1% 9.1% 9.1% 9.1%
10.0% 3.6% 1.8%

5.4%
0.0% 0.0%

1.8% 
0.0% ビジネ0.0%

0～50未満 50～100未満 100～150未満 150～200未満 200～250未満 250～300未満 300～350未満 リューシ
指導開発 ン オリ品川女子学院

(n=56) 平成27年度 (n=11) 平成28年度 ナルテ
ト

SGH事業の成果まとめ：
SGH指定校には多くの教材、指導方法、評価方法のアイディアがあり、多くの場合は過去の積み重ねからの省察の成果
SGH指定により、担当教員の国際知識だけでなく、生徒指導・学級経営にも好影響。さらに学校内の連携だけでなく、学校外の連携力を高め、ネットワーク形成にも効果
既存の国内連携機関と学校とのネットワークはおおむね継続し、今後は一層の周知・広報によるネットワーク形成支援も求められる
教員の相談相手、国内連携機関のモチベーションとして、生徒の果たす役割が非常に大きい

更なる自走のためには、4つのﾘｿｰｽ（予算、ｽｷﾙﾌﾙな人員、時間、ﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝ）と支えるﾈｯﾄﾜｰｸの観点から、
今 年 度 調 査 研 究 を 実 施



Ⅶ-１ 今年度の調査結果と、来年度の調査方針について

H27,H28指定校への 各指定校の担当者による自己評価 継続して実施 H28指定校のKPI達成状
Web調査 は高く、67校中65校がA評価(現 （H28 指定校） No1.学校アンケート調 況把握

No1.マクロレベ 文科省委託開始時から設 状の取組継続により目標達成可 査(マクロレベルの成果の
定されている、指定校の 能)以上である 把握)ルの成果の把
KPI達成状況の継続把握 SGH対象生徒のCEFRのB1及び 【秋頃にご案内します】握 Ｂ２の達成率は対象外生徒に比べ

圧倒的に高い
H26指定校の主担当教員 10校とも指定以前のノウハウや指定 継続して実施 SGH指定が終了しても、各
へのインタビュー調査 2年間のノウハウなどを活かし、計画 （H27、H28指定校の 学校の担当教員がまず第
生徒成果の高い学校10 を改善しながらツールを策定 一部） 一歩を自力で踏み出すたNo2.学校ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ調査No2.一層の普 校を抽出し、指導方法開 ツール策定には生徒や卒業生の意 めに、４つの観点から支援（一層の普及に向けた及に向けたツー 発、教材開発、評価方法 見を活用する学校も。 を行うツール、アイディアの把開発に取り組んだ学校の また各学校の担当教員からは他校とル、アイディアの 握）ツールを共有するとともに、 のネットワークを求める声も １．予算を少しでもうまく確保【実施中】把握 そのツール策定の背景、ね する【金銭】
らい、評価、改善状況など
を把握 ２．他校の良いツールを、模

倣ではなく自校のオリジナルにH26指定校の主担当教員 SGHを通じて担当教員は授業実践 出来るよう、背景から読み解いアンケート調査（n=94） のスキル向上だけでなく、学校内外 （背景） No3.卒業生ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ調 て活用する【時間】【人員】自走を校内で牽引する「担 の連携が強化されている 教員や国内連携機 査
当」教員がSGHで獲得した またスキル向上のために5割以上の 関においても、生徒 （大人のモチベーションの ３．ツール提供学校に連絡しスキルを測るとともに、継続 教員が生徒の意見を参照している の成長が大きなモチNo3.一層の自 鍵となる生徒からのSGH てみたい、と思った時にアクセスして自走するために担当教 8割以上の教員が支援を必要とし、 ベーションの一つに 改善提案把握） できるコンタクト先を提供する走に向けた基 員が求める支援を明らかに 具体的には、連携機関や指定校間 なっている 【実施中】 【心理】盤構築の課題・ する のネットワーク形成に係る支援に対す （概要）

ヒントの把握 るニーズが最も高い 1．生徒インタビュー調 ４．担当教員や連携先の心査 を動かし、主催者にもなる生徒SGHの主催者としてH27指定校の国内連携機 SGHの生徒の活動の様子が連携機 のアイディアを共有する【心理】【自走のボトル 見る生徒（卒業関へのアンケート調査（n 関の本業にも成果を齎していると8 【人員】ネックは？】 生）の成長を個別＝44） 割以上が捉えている
ケースとして深堀調 No4.生徒＆卒業生自走を校外から牽引する国 また連携機関の活動分野に関心を☞教員のスキル、
査を実施 ワークショップ開催内連携機関が実施した連 もつ生徒の増加なども成果として捉意欲？ （生徒のリアルな改善提携内容を把握するとともに、 えられている☞ネットワーク 2．在校生&卒業生 案の場）継続してネットワークを維持

ワークショップ 【10月開催予定】の継続性？ するために求める支援を明
SGHを受講してきたらかにする
生徒同士で理想の
SGHを探究するワー
クショップを開催

2019年度の目
的

2019年度の
調査概要

2019年度の結果 2020年度の調査
方針

2020年度調査名
(目的)

最終年度のゴール



成果検証報告書のご案内

成果検証報告書は以下URLに公表しています。ツールにもアクセスください！
https://www.mext.go.jp/a_menu/kokusai/sgh/mext_00676.html



ご清聴ありがとうございました。
以下、報告書をご覧になるお時間のない方はこちらもご参照ください。
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Ⅲ-2 目的No1学校向けwebアンケート調査 エグゼクティブサマリー
平成31年度（令和元年度）スーパーグローバルハイスクール事業の成果検証

調査設計学校向けWebアンケート調査 結果報告
• 調査対象：平成27年度SGH指定校56校及び平成28年度ＳRQ1：SGH指定校がSGHの研究開発目標に沿った活動を行っているかどうか。

RQ2：SGH指定校の活動量が具体的にどのくらいか。 ＧＨ指定校11校でSGH事業を担当している各学校の教職員
RQ3：SGH受講生の英語力（CFER）は高まったか。 • 調査方法：Webアンケート調査（調査期間：令和元年11月6

日～3月31日）
①各指定校担当者の自己評価 • 有効回答数：67校（回収率：100.0％）

• 各指定校の担当者による自己評価は、67校中24校がS評価(目標以上の取組状況)、 ＜各指定校担当者の自己評価＞
41校でA評価(現状の取組継続により目標達成可能)とされている。

• 昨年度と比較すると、事業最終年度を迎えていた平成27年度指定校でＳ評価が大幅
平成27年度 39.3% 58.9% 1.8%に増え、Ａ評価とＢ評価が減少した。

②SGH事業の各学校の活動量
平成28年度 18.2% 72.7%【活動の概観について】

• 海外研修の実施回数は合計168回、延べ実施日数は1,237日に上り、昨年度より1
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%校当たりの平均実施回数は減少したものの、海外研修は着実に行われている.。

S:目標以上の取組状況 A:現状の取組継続により目標達成可能 B:目標達成には取組内容の改善要• 海外提携先からの短期訪問の受入について、合計142回受け入れているほか、中央値
は1回となっており、半数以上の学校が短期訪問を受け入れている。他の留学生や帰国
子女受け入れよりも実施しやすい取組であることが伺える。

• 国内フィールドワークは全部で529回、海外フィールドワークは全部で232回行われてい
る。平成27年度指定校では国内、海外とも平均実施回数が増加したほか、平成28年
度指定校の国内フィールドワーク実施の中央値は8回であり、平成27年度指定校を大
きく上回っている。

• フィールドワークについては学校ごとのばらつきが多く、また同様に企業との連携についても
<CEFRレベル｢B1｣達成者の割合[SGH対象生徒]> <CEFRレベル｢B2｣達成者の割合[SGH対象生徒]>ばらつきが多い。フィールドワークの機会やネットワークが偏在している可能性が伺える。

【教育課程について】
• 教育課程に学校設定科目を新たに設置する学校も多く、独自の授業展開を開発しよう
としたことが伺える。

【情報発信について】
• 情報発信の頻度は高いとは言えず、外国語での成果の普及・還元に時間を割けなかっ
た可能性が伺える
③短期アウトカム指標について

• SGH対象生徒のCEFRレベル「B1」達成者割合の平均は41.6％、「B2」達成者割合は14.2%となっており、SGH対象外生徒の達成者割合の平均より大きい。
• また文部科学省「平成29年度英語力調査（高校3年生）」と比較してもCEFRの達成割合は圧倒的に高い結果となっている。
• なお、 SGU大学への進学の伸びについてもSGH対象外生徒とは対照的に、昨年度に比べ進学者数が大幅に伸びておりSGH対象生徒全体で3,517名が進学している。

今年度調査(昨年度調査)

単位(校) N S:目標以上の取組
状況

A:現状の取組継続
により目標達成可能

B:目標達成には取
組内容の改善要

C:目標達成困難な
取組の廃止･縮小要

合計 67(66) 24 41 2 0

平成27年度 56(55) 22(6) 33(45) 1(4) 0(0)

平成28年度 11(11) 2(3) 8(6) 1(2) 0(0)

単位(%) 最小値最大値 平均値 標準
偏差 中央値昨年度平均値

合計 0 100 41.6 30.6 38

平成27年度 0 100 45.9 30.0 43 42.8 

平成28年度 1 85 19.7 24.7 9 31.3 

単位(%) 最小値最大値平均値 標準
偏差 中央値昨年度平均値

合計 0 90 14.2 20.2 6

平成27年度 0 90 14.5 20.8 7 14.5 

平成28年度 0 52 12.3 17.9 3 5.3 
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2. 国際交流に関する調査

【海外研修について】
海外研修の実施回数は、全体で延べ168回行われた。各指定校の平均で2.5回実施され、最も多い指定校では9回開催されていた。
海外研修の渡航日数計は、平均で18.5日で、最も多い高校では延べ90日間だった。
実施回数、渡航日数計とも平均値は昨年度を下回る結果となった。特に日数計については、大きく減少した。

海外研修の実施回数 海外研修の渡航日数計

50.0%
60.0%45.5%

54.5%
45.0%

50.0%40.0% 36.4%

35.0%
40.0% 36.4%28.6%30.0% 32.1%

25.0% 26.8%30.0%21.4%
23.2%

17.9%8.2%20.0%
20.0%

12.5%15.0%
10.7%9.1%8.9%

10.0% 10.0%5.4% 5.4%
3.6%

1.8%5.0% 1.8% 0.0%0.0% 0.0% 0.0%0.0% 0.0%0.0% 0.0%0.0% 0.0%0.0%0.0% 0.0%0.0% 0.0% 0.0%0.0% 0.0%0.0% 0.0%
0.0%0.0%

0～10未満 10～20未 20～30未 30～40未 40～50未 50～60未 60～70未 70～80未 80～90未 90～100未0～1未満 1～2未満 2～3未満 3～4未満 4～5未満 5～6未満 6～7未満 7～8未満 8～9未満 9～10未満
満 満 満 満 満 満 満 満 満

(n=56) 平成27年度 (n=11) 平成28年度 (n=56) 平成27年度 (n=11) 平成28年度

単位（回） 合計値 最小値 最大値 平均値 標準
偏差 中央値 昨年度

平均値

合計 168 0 9 2.5 1.8 2

平成27年度 148 0 9 2.6 1.9 2 3.1 

平成28年度 20 1 3 1.8 0.8 2 2.2 

単位(日) 合計値 最小値 最大値 平均値 標準
偏差 中央値 昨年度

平均値

合計 1,237 0 90 18.5 16.8 13

平成27年度 1,116 0 90 19.9 17.8 15 25.7 

平成28年度 121 4 30 11.0 7.3 9 20.7 



0 00 0

Ⅲ-3 目的No1 学校向けWebアンケート調査結果
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【留学生の受入について】
留学生受入人数は多くの学校で10人未満であり、平均値は4人となっており、最大値は82人である。中央値は、平成27年度指定校では2人となっており半分
以上の指定校で複数名の留学生を受け入れている。他方で、平成28年度指定校では中央値は0人であり、半数以上の指定校では留学生の受け入れは
行っていない。
留学生の留学元国･地域数の平均は1.7か国であり、最大値は9か国となっている。

留学生受入人数 受入留学生のうちSGH対象生徒割合 留学元国･地域数
90.0%

81.4%120.0% 60.0%
54.5%80.0%

100.0%
100.0% 91.1% 50.0%70.0%

60.0%
60.0%80.0% 40.0%

50.0%
28.6%60.0% 27.3%30.0%40.0% 25.0%23.2%

18.2%30.0%40.0% 20.0%
20.0% 20.0%

20.0%
8.9%

20.0% 10.0% 5.4%
3.6%10.0% 3.6%4.7% 4.7% 4.7% 4.7%3.6%

.0 1.8%.0%1.8%.0% %1.8%.0 0.00%.0% 0.00%.0% 0.00%.0%%0.00%.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%0.00%.0%0.00%.0%
1.8
0
%
.0%0.0% 0.0%

0.0% 0.0% 0.0%
0～10 10～20 20～3030～4040～50 50～60 60～7070～8080～90 0%～20% 20％～40％ 40％～60％ 60％～80％ 80％～100％ 0～1未1～2未2～3未3～4未4～5未5～6未6～7未7～8未8～9未9～10
未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 満 満 満 満 満 満 満 満 満 未満

(n=43) 平成27年度 (n=5) 平成28年度
(n=56) 平成27年度 (n=11) 平成28年度 (n=56) 平成27年度 (n=11) 平成28年度

(横軸:受入留学生のSGH対象割合)

単位(人) 合計値 最小値 最大値

合計 270 0 82

平成27年度 262 0 82

平成28年度 8 0 2

平均値 標準偏差 中央値

合計 4.0 11.3 1

平成27年度 4.7 12.3 2

平成28年度 0.7 0.9 0

単位（%） 最小値 最大値 平均値 中央値

合計 0% 100% 86% 100%

平成27年度 0% 100% 87% 100%

平成28年度 0% 100% 70% 100%

単位(国数) 合計値 最小値 最大値

合計 114 0 9

平成27年度 106 0 9

平成28年度 8 0 2

平均値 標準偏差 中央値

合計 1.7 1.8 1

平成27年度 1.9 1.9 1

平成28年度 0.7 0.9 0
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2. 国際交流に関する調査

【海外提携先等からの生徒の短期訪問について】
短期訪問を受けた海外提携先等が所在する国･地域数計の平均値は2.1か国、最大値は20か国であった。中央値は1か国となっており、半数以上の指定校が
海外提携先からの短期訪問を受けている。ここから海外提携先からの短期訪問は、留学生の受入よりもハードルが低いことが分かる。
短期訪問を受けた回数は平均値は2.3回、最大値は26回であった。

短期訪問を受けた海外提携先等が所在する国･地域数計短期訪問を受けた回数

70.0%120.0%
63.6%

100.0% 60.0% 55.4%100.0%
87.5%

50.0%
80.0%

40.0%

60.0%
26.8%7.3%30.0%

40.0%
20.0%

10.7%.1%20.0% 10.0%
7.1% 3.6%

1.8% 1.8%1.8%1.8% 1.8% 0.0%0.0% 0.0% 0.0%0.0% 0.0%0.0% 0.0%0.0% 0.0%0.0%0.0% 0.0%0.0%0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
0.0%0.0%

0～2未満 2～4未満 4～6未満 6～8未満 8～10未満10～12未 12～14未 14～16未 16～18未 18～20未 20～22未0～5未満 5～10未満 10～15未満 15～20未満 20～25未満 25～30未満
満 満 満 満 満 満

(n=56) 平成27年度 (n=11) 平成28年度 (n=56) 平成27年度 (n=11) 平成28年度

単位(国数) 合計値 最小値 最大値 平均値 標準
偏差 中央値

合計 142 0 20 2.1 3.1 1

平成27年度 128 0 20 2.3 3.4 1

平成28年度 14 0 4 1.3 1.2 1

単位(回) 合計値 最小値 最大値 平均値 標準
偏差 中央値

合計 157 0 26 2.3 3.9 1

平成27年度 142 0 26 2.5 4.2 1

平成28年度 15 0 4 1.4 1.2 1
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【テレビ会議､Skype等を利用した国外の学生との交流】
テレビ会議､Skype等を利用した国外の学生との交流先の所在国･地域数は平均値は0.5か国、最大値は4か国であった。
半分以上の指定校が、テレビ会議、Skype等を利用した国外の学生との交流を行っていないことが分かる。
昨年度の平均値も同様の水準であり、今年度が特に低水準というわけではないが、中央値は0か国となっており、半数以上の学校がオンラインでの交流を実施して
いない。今後、オンライン教育の需要が高まることも踏まえると、一層向上することが期待される。

テレビ会議､Skype等を利用した国外の学生との交流の所在国・地域数

80.0%
72.7%

70.0%
62.5%

60.0%

50.0%

40.0%

30.0% 25.0%

18.2%
20.0%

10.7% 9.1%
10.0%

1.8%0.0% 0.0% 0.0%
0.0%

0 1 2 3 4

(n=56) 平成27年度 (n=11) 平成28年度

単位(国数) 合計値 最小値 最大値 平均値 標準
偏差 中央値 昨年度

平均値

合計 34 0 4 0.5 0.8 0

平成27年度 30 0 4 0.5 0.8 0 0.5

平成28年度 4 0 2 0.4 0.7 0 0.6
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【海外大学への進学】
海外の大学に進学した生徒は、SGH対象は全体で113人、SGH対象外生徒では14人であり、SGH対象生徒が大きく上回っている。
SGH対象生徒の海外大学進学者数の平均値は1.7人、中央値は0人、最大値は15人であった。
SGH対象外の生徒の海外大学進学者数の平均値は0.2、最大値は4人であり、ほとんど海外大学には進学していないことが分かる
SGH対象生徒についての各指定校の平均値は、昨年度平均と比べて上昇している。他方で、SGH対象外生徒については大きな変化は見られない。

海外大学進学者数_SGH対象 海外大学進学者数_SGH対象外
90.0% 120.0%

81.8%

80.0% 100.0%
100.0%69.6%

89.3%70.0%

60.0% 80.0%

50.0%
60.0%

40.0%

30.0% 40.0%

20.0% 14.3%
20.0%9.1%9.1% 7.1%10.0% 3.6% 1.8% 1.8% 3.6% 3.6% 3.6%1.8%0.0% 0.0% 0.0%0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%
0～2未満 2～4未満 4～6未満 6～8未満 8～10未満 10～12未満 12～14未満 14～16未満 0 1 2 3 4

(n=56) 平成27年度 (n=11) 平成28年度 (n=56) 平成27年度 (n=11) 平成28年度

単位(人) 合計値 最小値 最大値 平均値 標準
偏差 中央値 昨年度

平均値

合計 113 0 15 1.7 3.4 0

平成27年度 94 0 14 1.7 3.1 0 1.0

平成28年度 19 0 15 1.7 4.5 0 1.6

単位(人) 合計値 最小値 最大値 平均値 標準
偏差 中央値 昨年度

平均値

合計 14 0 4 0.2 0.8 0

平成27年度 14 0 4 0.3 0.8 0 0.4

平成28年度 0 0 0 0.0 0.0 0 0.0
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【海外大学への進学】
海外大学進学先地域は、アジア、ヨーロッパ、北米、オセアニアであり、半数以上は、北米に進学している。
進学先の学部領域は、半数近くが、「その他」に分類される領域である。

海外大学への進学者数（地域）

海外大学への進学者数（学部領域）

海外大学への進学者数（地域） SGH対象生徒 SGH対象外生徒

項目名 件数 合計値 平均値 最小値 最大値 件数 合計値 平均値 最小値 最大値

アジア(日本以外) 67 21 0.31 0 6 67 6 0.09 0 3

中東 67 0 0.00 0 0 67 0 0.00 0 0

ヨーロッパ 67 17 0.25 0 3 67 3 0.04 0 1

アフリカ 67 0 0.00 0 0 67 0 0.00 0 0

北米 67 69 1.03 0 14 67 5 0.07 0 3

中南米 67 0 0.00 0 0 67 0 0.00 0 0

オセアニア 67 6 0.09 0 1 67 0 0.00 0 0

海外大学への進学者数（学部領域） SGH対象生徒 SGH対象外生徒
項目名 件数 合計値 平均値 最小値 最大値 件数 合計値 平均値 最小値 最大値
文学･史学･哲学･心理関係学部 26 11 0.42 0 3 6 1 0.17 0 1
海外文化･国際コミュニケーション等を含む人文学関係学部 26 18 0.69 0 5 6 6 1.00 0 3
教育関係学部 26 1 0.04 0 1 6 0 0.00 0 0
法学･政治学関係学部 26 2 0.08 0 2 6 0 0.00 0 0
商学･経済学関係学部 26 13 0.50 0 8 6 1 0.17 0 1
社会学･社会事業関係学部 26 1 0.04 0 1 6 1 0.17 0 1
理工学関係学部 26 5 0.19 0 1 6 0 0.00 0 0
農学関係 26 0 0.00 0 0 6 0 0.00 0 0
医学･薬学･看護学など保健関係学部 26 5 0.19 0 2 6 1 0.17 0 1
芸術関係学部 26 7 0.27 0 2 6 1 0.17 0 1
その他 26 50 1.92 0 14 6 3 0.50 0 2
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【SGU対象大学への進学】
SGH対象生徒のSGU大学への進学者数は全体の合計値は3,517人であり、各指定校の平均値は52.5人、最大値は318人、中央値は32人であった。
SGH対象外生徒のSGU大学への進学者数は全体の合計値は871人、各指定校の平均は13人、最大値は134人であったが、中央値は0人であった。
昨年度と比較すると、 SGH対象生徒のSGU大学への進学は平均的に増えており、SGH対象外生徒の進学が減っていることから、SGHプログラムの受講がSGU
大学への進学に影響を与えている可能性が伺える。

SGU大学進学者数_SGH対象 SGU大学進学者数_SGH対象外
80.0% 100.0%

90.9%71.4%
90.0%70.0% 63.6% 78.6%
80.0%

60.0%
70.0%

50.0% 60.0%

40.0% 50.0%

40.0%30.0%

30.0%
16.1%20.0%

20.0%
9.1% 9.1% 9.1% 9.1% 10.7% 9.1%10.0% 5.4%3.6% 10.0% 3.6%1.8%1.8% 1.8% 1.8%1.8% 1.8%0.0% 0.0% 0.0% 0.0%0.0% 0.0%

0.0% 0.0%
0～50未満 50～100未満 100～150未満 150～200未満 200～250未満 250～300未満 300～350未満 0～20未満 20～40未満 40～60未満 60～80未満 80～100未満 100～120未満 120～140未満

(n=56) 平成27年度 (n=11) 平成28年度 (n=56) 平成27年度 (n=11) 平成28年度

単位(人) 合計値 最小値 最大値 平均値 標準
偏差 中央値 昨年度

平均値

合計 3,517 0 318 52.5 66.8 32

平成27年度 2,829 0 318 50.5 65.1 30 42.1

平成28年度 688 1 204 62.5 77.3 37 54.7

単位(人) 合計値 最小値 最大値 平均値 標準
偏差 中央値 昨年度

平均値

合計 871 0 134 13.0 26.0 0

平成27年度 809 0 134 14.4 27.4 0 18.2

平成28年度 62 0 51 5.6 15.4 0 15.3
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【SGU対象大学への進学】
SGU対象大学への進学における学部選択に関しては、文学･史学･哲学･心理関係学部及び、理工学関係学部に進学する場合がほかの学部領域に進学する
場合よりも大きい。

SGU対象大学への進学者数（学部領域別）

SGU対象大学への進学者数 SGH対象生徒 SGH対象外生徒

項目名 件数 合計値 平均値 中央値 最小値 最大値 件数 合計値 平均値 中央値 最小値 最大値

文学･史学･哲学･心理関係学部 67 551 8.22 4.00 0 55 67 72 1.07 0.00 0 13

海外文化･国際コミュニケーション等を含む
人文学関係学部 67 260 3.88 2.00 0 17 67 31 0.46 0.00 0 5

教育関係学部 67 190 2.84 1.00 0 25 67 31 0.46 0.00 0 5

法学･政治学関係学部 67 467 6.97 2.00 0 85 67 64 0.96 0.00 0 9

商学･経済学関係学部 67 628 9.37 3.00 0 70 67 82 1.22 0.00 0 9

社会学･社会事業関係学部 67 325 4.85 1.00 0 69 67 33 0.49 0.00 0 4

理工学関係学部 67 660 9.85 5.00 0 75 67 334 4.99 0.00 0 69

農学関係 67 66 0.99 0.00 0 9 67 23 0.34 0.00 0 6

医学･薬学･看護学など保健関係学部 67 159 2.37 0.00 0 20 67 102 1.52 0.00 0 32

芸術関係学部 67 54 0.81 0.00 0 37 67 8 0.12 0.00 0 2

その他 67 157 2.34 1.00 0 19 67 91 1.36 0.00 0 57
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【CEFRレベルについて】
CEFRレベル｢B1｣達成者の割合[SGH対象生徒]の各学校の平均値は41.6％、最大値は100％であった。昨年度平均値と比較すると、平成27年度指定校
は3.1%pt伸びている一方で、平成28年度指定校は12.5%pt下落している。
CEFRレベル｢B1｣達成者の割合[SGH対象外生徒]の平均値は14.8％、最大値は89%であった。昨年度と比較すると、平成27年度指定校は2.4％pt伸び
ている一方で、平成28年度指定校は6.5％pt下落している。
SGH対象生徒の方がSGH対象外生徒よりも「B１」達成者の割合は著しく大きくなっている。

CEFRレベル｢B1｣達成者の割合[SGH対象生徒] CEFRレベル｢B1｣達成者の割合[SGH対象外生徒]
80.0% 90.0%

72.7% 81.8%

80.0%70.0%

70.0%60.0% 62.5%

60.0%
50.0%

50.0%
40.0%

40.0%
30.0%

23.2% 30.0%21.4% 21.4%
18.2% 17.9%20.0% 20.0%12.5%

9.1% 9.1% 9.1% 8.9%8.9%
10.0% 5.4%10.0%3.6% 3.6% 3.6%3.6% 1.8%0.0%1.8%0.0% 0.0% 0.0% 0.0%0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
0.0% 0.0%

1000～20未満 20～40未満 40～60未満 60～80未満 80～100未満 0～10未満 10～20未満 20～30未満 30～40未満 40～50未満 50～60未満 60～70未満 70～80未満 80～90未満

(n=56) 平成27年度 (n=11) 平成28年度 (n=56) 平成27年度 (n=11) 平成28年度

単位(%) 最小値 最大値 平均値 標準
偏差 中央値 昨年度

平均値

合計 0 100 41.6 30.6 38

平成27年度 0 100 45.9 30.0 43 42.8 

平成28年度 1 85 19.7 24.7 9 31.3 

単位(%) 最小値 最大値 平均値 標準
偏差 中央値 昨年度

平均値

合計 0 89 14.8 24.5 0

平成27年度 0 89 16.5 25.7 0 14.1 

平成28年度 0 43 6.2 14.3 0 12.7 



0.0% 0.0%0.0% 0.0%

Ⅲ-3 目的No1 学校向けWebアンケート調査結果
8. その他の成果に関する調査

【CEFRレベルについて】
CEFRレベル｢B2｣達成者の割合[SGH対象生徒]の平均値は14.2％、最大値は90％であった。昨年度の平均値と比較すると、平成27年度指定校ではほぼ
変わらなかった一方で、平成28年度指定校では7.0％pt上昇した。
CEFRレベル｢B2｣達成者の割合[SGH対象外生徒]の平均値は3.1％、最大値は70%であった。昨年度の平均値と比較すると平成27年度指定校では、
2.9％pt下落している。
SGH対象生徒の方が、SGH対象外生徒よりもCEFRレベル「B2」達成者の割合は顕著に高くなっている。
平成28年度指定校では「B1」達成者率は減少したが、「B2」達成者率は増加しており、トップ層の英語力が向上している可能性がある。

CEFRレベル｢B2｣達成者の割合[SGH対象生徒] CEFRレベル｢B2｣達成者の割合[SGH対象外生徒]
120.0%

70.0%
63.6% 100.0%

58.9% 100.0%60.0% 89.3%

50.0% 80.0%

40.0%
60.0%

30.0%
40.0%

17.91%8.2%
20.0%

9.1%9.1%8.9% 20.0%
10.0% 5.4%

3.6% 3.6%1.8% 1.8% 1.8% 1.8%1.8% 1.8% 0.0%1.8%0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%0.0% 0.0% 0.0% 0.0%0.0%0.0% 0.0%
0.0%0.0%

0～10未満 10～20未満 20～30未満 30～40未満 40～50未満 50～60未満 60～70未満 70～80未満0～10未満 10～20未 20～30未 30～40未 40～50未 50～60未 60～70未 70～80未 80～90未 90～100未
満 満 満 満 満 満 満 満 満

(n=56) 平成27年度 (n=11) 平成28年度
(n=56) 平成27年度 (n=11) 平成28年度

単位(%) 最小値 最大値 平均値 標準
偏差 中央値 昨年度

平均値

合計 0 90 14.2 20.2 6

平成27年度 0 90 14.5 20.8 7 14.5 

平成28年度 0 52 12.3 17.9 3 5.3 

単位(%) 最小値 最大値 平均値 標準
偏差 中央値 昨年度

平均値

合計 0 70 3.1 10.3 0

平成27年度 0 70 3.7 11.2 0 6.6 

平成28年度 0 2 0.3 0.6 0 0.5 



Ⅳ-3 目的No２学校インタビュー調査 エグゼクティブサマリー

以下の10校へのインタビューを行い、Plan→Do→Check→Actionのストーリーと26のToolを抽出
SGH指定期間前から、あるいは指定期間中の問題意識や生徒の意見も参考にしながら、試行錯誤のうえオリジナルのツールを開発
個別の教材だけでなく、学校全体で進めるための教員向けマニュアルや、測りにくいｺﾝﾋﾟﾃﾝｼｰ等も積極的に認めていけるような工夫があることが特徴

調査順

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

学校名 場所 タイトル 教材 指導方法 評価方法

筑波大学附属高等学校 東京都 1年生で課題探究の基礎を指導する8つの指導計画
SGHスタディ8枚シート SGH指定校縦断評価結果

青森県立青森高等学校 青森県 生徒の声を受け生まれた、外国人を招くイベント企画の模擬体験教材
バーチャルユースフォーラム教材一
式

バーチャルユースフォーラ
ム指導案

CAN-DOとCAN-DOと事業の関
係性

お茶の水女子大学附属高等学
校 東京都 生徒の活動を中心に構築した指導方法を冊子化し共有

フィールドワーク行程表 生徒と共に作る探究的
な学び冊子

フィールド
ワーク自己
評価表

事業評価アンケート票

神戸市立葺合高等学校 兵庫県 SELHi等を経た自校の強み-弱みを分析した上での34の評価指標
グローバルスタディズ教材 34の力のアンケート紙

大阪府立三国ヶ丘高等学校 大阪府 学校外部の発想を積極的に活用した本校独自のCSｶﾘｷｭﾗﾑ
Let's be creative教材 評価ワークショップ資料

島根県立出雲高等学校 島根県 人事異動によるﾉｳﾊｳ逸出を乗り越える教員専用マニュアル
教員向けマニュアル

長野県長野高等学校 長野県 質の高い質問を創出するインタビュー実践授業 指導マニュアル
インタビュー実践対応マ
ニュアル

市立札幌開成中等教育学校 北海道 学校目標の「多様性の涵養」を目指す評価ツール

サマーキャンプ、ダイアログの姿勢
（結果報告） 多様性涵養のビジョンと評価

名城大学附属高等学校 愛知県 ゲーム感覚で5S･5Mのｽｷﾙ獲得までの実績を溜めるﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ開発
グローバル
パスポー
ト

リフレクションシート
５Sと５M
のSuper 
Global 
Test

アカデミックスキル計測
のためのルーブリック

品川女子学院 東京都 家庭科を基軸にしたCBL授業での学術的成果の発表方法に関する教材

ビジネスソ
リューション
オリジナルテ
キスト

学術的プレ
ゼンのガイ
ドブック

CBL研究
計画書

メンターマニュアル CBLの目標と評価
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事例
1

事務職員2名の他に、以前より本校で国際交流事業に取り組んでい
た教員をアドバイザーとして週１回派遣（いずれもSGH費用を活用）
海外研修を含むSGHプログラムと人件費が費用の大部分

特に立ち上げ時は各授業開発やプログラム開発の相談の時間が多い
また、土曜日、放課後などに校外に課外活動に行く場合の引率は負
担が大きい
全生徒対象と共に全教員の関与を実践したが、学習意欲の上がりに
くい生徒と向き合いながら、教員自身がモチベーションを向上することは
難しさがある

取
組
概
要

SGHスタディ8つの指導計画

成

果

取
組
概
要

事例 指導方法開発 教 材 開 発 評価方法開発
1 筑波大学附属高等学校 1年生で課題探究の基礎を指導する8つの指導計画（東京都）

Plan
実施体制の概要 ツール作成の背景

全校生徒数：約720名 校内の体制：校内推進委員会（毎週協議）、 ２,３年生でチームでグローバルな課題を探究できる基礎を、全生徒に共通して
（うちSGH対象生徒数 全員対象とする） 身に着けることの必要性を感じたSGHプログラムを担う4名の国際部、
SGH対象学科： 1年時SGHスタディを実践する8名の教員を中心とする会議など ８名の教員が互いの目的意識や実践内容、参考文献などを開示しあい指導方
全生徒を中心とする 複層的な体制を構築 法を共有することで、8講座が相互に連携しあうトータルな授業づくりを目指す
HP：http://www.high-s.tsukuba.ac.jp/shs/wp/ 国内連携機関：筑波大学 SGH事業計画の流れ（SGHの取組はこちら： 連絡先 このツールを活用
http://www.high-s.tsukuba.ac.jp/shs/wp/sgh/） wkumada@high-s.tsukuba.ac.jp 1:SGHスタディ 2:SGHスタディ 課題研究SGH委託費用総額：約4,670万円 基礎学習☎03-3941-7176（代表） 高2、高3相当高1相当（H26：約1,584万円、H27：約680万円-850万円/年で推移）

3:SGHプログラム
高１～高3の一部の生徒の海外派遣

何を目指したか
Do◉ 課題探究の基礎を体系的に学び、

ツールの解説全生徒がグローバル・シチズンになる
SGH指定校縦断評価結果

ツールのポイント
1年生全員が学ぶSGHスタディにおいて、共 SGHスタディ等での学びを定量的に評価する通で均質な、課題探究の基礎を習得すべく1 全生徒（1学年240名程度）に共通で均質なプログラムを ため、筑波大学グローバル・コンピテンシーを研指導計画を1講座1枚のペーパーにまとめ、共 究する研究者等と心理学を専門とする本校有提供するための明文化された指導計画 の管理職で、評価指標を共同研究指導内容だけでなく、その目的、参考文献も
示すことで、教員の考え、アイディアも共有2 目的、実践内容と共に参考文献も記載することで、アイディアを共有 本校に申し出をした15校程度について、経

年で評価を続ける縦断評価を実施
25コマという限られた時間でも体系的な授業SGH事業実施に 実践が可能に

必要だった資源 生徒からの評判も高く、今年度も継続

ActionCheck
人員 指定期間終了後のいま取組内容の評価

本校アンケートでは、SGHスタディで、議論する 基本的に継続している。評判の良い力が年度を経るごとに身についたことが分かった。金銭 SGHスタディの8つの指導計画についても、一方地球規模の視点などについては、年度を経 量的研究手法だけでなく、質的研究手るごとに低下している。 法の基礎も学べるように改善を検討中なお、SGH指定校縦断評価での評価では、プロ時間
一方、予算がなくなったことで、海外研グラム参加群は、①異文化への肯定的意識や、
修を含むSGHプログラムの教員旅費につ②国際社会における他者理解と協働のスコアが、
いては捻出が難しく、存続が危ぶまれて非参加群と比較するともともと相対的に高く、心理
いる②は時間を経ると向上していることが分かった
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事例
2

特段の人員追加はなく、5種のゼミ活動の1つとして、ゼミ担当教員（教
員全員）が担当
SGH予算は海外フィールドワークで3割、授業成果の審査委員などの外
部講師の謝金、旅費等で1.5割、研究会・発表会・フィールドワークへの
生徒派遣で2割程度に活用
SGH以外の予算で研究会・発表会へ生徒を派遣
リアルな教材を作るために正しい条件書を作成する必要があり、バーチャ
ルユースフォーラムの教材開発には200時間程度を要した
事業にあまり協力的でない教員の理解・参画を得ることには時間がか
かったが、学校内で孤立しないように配慮

取
組
概
要

成
果

、

取
組
概
要

成
果

事例 指導方法開発 教 材 開 発 評価方法開発
2 青森高等学校 生徒の声を受け生まれた、外国人を招くイベント企画の模擬体験教材（青森県）

Plan
実施体制の概要 ツール作成の背景

全校生徒数：約836名
校内の体制：カリキュラムマネジメントを行う校内全体の H26年度、27年度は年間15回程度外部講師を招くインプット中心の授業を実施し、（うちSGHは約520名とする）
キャリア推進委員会と校務分掌としての探究学習部 海外フィールドワークに行くこと自体が目的化していたSGH対象学科：
国内連携機関：1年生全員、2，3年生文系全員を対象とする 生徒間でも負担が大きく、つまらないとの声があり、希望制をとると希望数も年々減少
青森中央学院大学、弘前大学等と連携HP：http://www.aomori-h.asn.ed.jp/ H27年度後半から、育てたい能力を再定義（5つの能力）、授業の改良、対象範囲
連絡先（SGHの取組はこちら： の変更を開始。海外研修に行かない生徒も、国内で外国人との触れ合いを意識した
taima-nobuhito@m05.asn.ed.jphttp://www.aomori-h.asn.ed.jp/sgh/index.html 課題解決型の学習機会を確保
☎ 017-742-2411SGH委託費用総額：約3,645万円 SGH事業計画の流れ

２:ゼミ探究 ⅡA 【高2文型全員】（H26-H30 970万円～540万円/年で推移） 1:5分野のPBL 3:論文発表 Ⅲ３:海外研修ⅡBF 【高2海外渡航者】ⅠA,ⅠB,ⅠC 【高3文型全員】４:国内研修ⅡBD 【高2国内研修者】【高1全員】何を目指したか
※PBL：課題解決学習 ,青太枠が本ツールを活用した授業Do◉ ロジスティックス戦略を契機に、批判的判断能力、発信力など

ツールの解説5つの力を備えたグローバル人材の育成
バーチャルユースフォーラム教材一式

CAN-DOリストバーチャルユースフォーラム指導案ツールのポイント SGH開始時には3つの能力を定義していたが4泊5日で世界の高校生が集まるユースフォー
ロジスティックス戦略以外のテーマでも育てたいラムの企画運営を任されたスタッフとして、ス1 インプット重視の授業では育てるべき力の育成ができない,つまらない,との 汎用的な能力として、批判的判断能力、発タッフマニュアル、プランを作成する授業。成果
信力、協働能力など5つの力を8段階で評価をJICA等の外部講師から評価させ、この授生徒の声を受け、リアルなイベント企画を国内で味わえる教材を開発 する項目を設定業で活用する教材と指導案を掲載
各取組実施の際の基盤となる目標に6名のメイン教員と生徒がどのような力を育成2 教員,生徒各々に授業の目的を示しイベント実施が目的化しないよう留意

するためにこの取組を行っているか共通認識を
28年度に対象変更をし、それを受け回答方持ち続けられるよう、ビジョンを基盤とした目的
法は29年度から単純な自己評価ではなく、審査項目が設定SGH事業実施に
「やってみた結果」を振り返らせており、現時点生徒、外部講師共に好評で、SGH指定終必要だった資源 では比較が難しいが、H30年度とH29年度了後も全学的に継続 を比較すると4つの能力が低下傾向にあり
ActionCheck

人員 指定期間終了後のいま取組内容の評価
基本的に継続しており、テーマもSDGs学校内部の評価だけでなく、外部評価により取
に転換し活動を活性化させている組の活性化、生徒の意欲向上がもたらされると金銭

考え、バーチャルユースフォーラムなどの授業でも H28年度からは持続可能性を意識し、
外部審査委員が生徒の取組を評価する仕組み 謝金が不要な外部講師に積極的にアプ
を構築（これまでは高い評価を得ている）時間 ローチ、海外渡航費も同窓会費などが
SGH参加効果について保護者の85%以上から、 支援
異文化理解、視野拡大等に役立ったと評価され

R1年度はクラウドファンディングをテーマにる。OBからも高い評価を受けており、取組継続に心理
生徒とともに資金集めを検討中賛同する声が大きい
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事例
3
お茶の水女子大学附属高等学校

中心となる研究部を1名増員し3名の体制を構築、中心となる教員の
授業負担軽減のため非常勤講師を雇用
SGH予算の大部分を海外研修の渡航費・事前学習費用（生徒が
ほぼ無償で行ける環境づくり）に充てる

立ちあげ時は授業を1コマ作ることにも数十時間がかかる他、個別の論
文指導などが必要な際には課外活動の時間も含め膨大な時間が必
要。多忙により、研修時間も不足
開始当初の温度差やSGH実施に伴い減った授業の担当者からの不
満など、一丸となるには、生徒の喜びが見えるまでの期間が必要だった

取
組
概
要

「生徒と共につくる探究的な学び」冊子

成

果

取
組
概
要

取
組
概
要

事例 指導方法開発 教 材 開 発 評価方法開発
3 お茶の水女子大学附属高等学校 生徒の活動を中心に構築した指導方法を冊子化し共有（東京都）

Plan
実施体制の概要 ツール作成の背景

全校生徒数：約359名 選択講座の一つとして「ジェンダーと国際協力」などをテーマにしていたが、SGH指校内の体制：校務分掌として研究部の３名を中心とし、
定までは学校全体の取組とはなっていなかった（うちSGH対象生徒数 全員対象とする） 全教員が課外活動の引率など濃淡を持ちながら関与 国際協力の伝統校ゆえの閉鎖的な雰囲気もあったが、手探りでの複数大学、企SGH対象学科： 国内連携機関： 業との連携をする中で、学校の雰囲気が開かれたものとなる学びを実現全生徒を対象とする 東京工業大学、東京大学、お茶の水女子大学等 研究開発校の役割を果たすべく、開かれた学校の雰囲気づくりにも資した学びをHP：http://www.fz.ocha.ac.jp/fk/ 複数の大学や日本IBMなどの民間企業と連携 体系的に整理することに最終年度は注力

（SGHの活動成果はこちら： 連絡先 SGH事業計画の流れ
http://www.fz.ocha.ac.jp/fk/menu/school/search.html） tamatani.naoko@ocha.ac.jp 指定年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度SGH委託費用総額：約4,816万円 ☎03-5978-5856（代表） 全校対象の 「生徒の負担感」の
（H26 約1,600万円、H27以降 約700~1000万円/年） ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 声に対応し 一本化ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを選択特化の

大幅改正ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
何を目指したか

Do◉ 国際協力の伝統のある学校での開かれた学校づくりと、
ツールの解説持続可能な未来の創り手となる女性を育成

ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ行程表、自己評価表
ツールのポイント 課外ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ実施の際に生徒に示す行程

5年間の集大成を約20頁の冊子とし、学年、 表と、約30の自己評価項目をまとめたシート1 SGH開始当初の温度差、3年目での対象の大幅変更などを経て 探究ステージごとの取組内容を紹介 いずれの資料もﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸに「行く」ことが目
具体的な探究テーマを紹介するだけでなく、 的にならず、全体の課題探究の中の要素とし生徒の課題意識、活動、成長を中心に考えた探究的な学びを体系化 試行錯誤により得た「探究を成功させるため て活きることを目指す
の4つのポイント」を掲載 事業評価アンケート表2 開かれた学校の雰囲気づくりにも資した学びをステップごとに解説

毎年度の事業成果を確認するため、課題発都内近郊の公立高校に無料配布すると共に
見・解決力、論理的な思考力などを生徒にHPに掲載。各高校の反応は「探究」のイメーSGH事業実施に 自己評価させるジがわき、方向性が見つかったとの声があった

必要だった資源 能力だけでなく、教養に関する指標や、生徒民間評価のGPS-Academicの結果、批判
自身がこの事業全体を評価する指標も設定的、創造的な思考力は向上
ActionCheck

人員 指定期間終了後のいま取組内容の評価

本校の取組の背景には複数大学、民間企業と 基本的にほぼ同じ形で取組を継続
金銭 の連携があるが、連携先からの「高校生の反応が 管理機関であるお茶の水女子大学が本取

知りたい」というモチベーションでネットワークを継続 組を評価しており、新たな資金を提供
大学教員、企業関係者とも、微々たる謝金でも 海外研修については生徒の自己負担分が

時間 協働してくれており、ネットワークが拡大し続けた 増加したが、申込者はほぼ変わらず維持
連携先は旅費の問題があり遠方のネット
ワークが維持しにくい

心理
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①本校卒業生の大学院生による事務スタッフ（1名）、②神戸市英
語科元教諭の海外交流アドバイザー（1名）、③ALT（7名）の3
種の人員を追加配置（①②はSGH予算）
SGH予算は、海外研修に約半分、上記の人件費を活用

業務効率化に挑戦しているが、特に立ち上げの1年目は、一部の教
員に労働時間で見ると負荷がかかっている
やりがいはあるが、負担が教員間に偏在しており、通常の授業に加え、
SGHの日々の課題探究、成果発表会など忙殺される部分もある

取
組
概
要

34の評価指標

成

果

育てたい16の力を生徒の応えやすい評価指
標34に細分化し、毎年度の取組の終了時
期に自己評価をさせt検定での分析を行った
新聞の記事を見る、などの日常行動に関する
設問から、主張と協調性のバランスがとれる能
力、他者の痛みを理解・共感し、サポートする
力まで、設定されている

取
組
概
要

事例 指導方法開発 教 材 開 発 評価方法開発
4 神戸市立葺合高等学校 SELHi等を経た自校の強み-弱みを分析した上での34の評価指標（兵庫県）

Plan
実施体制の概要 ツール作成の背景

校内の体制：5名の構想委員会に学年主任・国際科の全校生徒数：約1071名 SGH指定前より、国際交流（姉妹校9校）を盛んに行う高校で、SELHi等の
教員を追加したSGH推進委員会（18名）が中核組織（うちSGH対象生徒数 240名を対象とする） 文科省事業の指定を受けてきた経験があり、指定事業を行う際には、最初の目
指定4年度目からはポストSGH検討委員会を構築 標設定が重要になるとの認識SGH対象学科：

この認識のもと、在校生の能力だけでなく卒業生30名へのアンケート、インタ学びを深めたい生徒のためにGSS研究会も併設国際科（2クラス×3年）を中心とする
ビューにより本校の強み、弱みに関するデータを収集し、構想委員会を中心に育国内連携機関：大阪大学,関西学院大学,HP：http://www2.kobe-c.ed.jp/fki-hs/index.php?page_id=0
てたい人物像を議論WHO神戸センター,NPO等と連携（SGHの取組はこちら： この結果、16の力を設定し、生徒、保護者にもわかりやすく共有し、この16の力

連絡先http://www2.kobe-c.ed.jp/fki-hs/?page_id=435） の伸びを測る評価指標を策定
tak-chamoto@sch.ed.city.kobe.jpSGH委託費用総額：約4,548万円

SGH事業計画の流れ☎078-291-0771（H26 約1300、H27以降 680万円～1000万円/年）
2:GSⅡB,ⅡC 3:GSⅢC1:GSⅠA-E.S.J
高2相当 高3相当高1相当

何を目指したか ※GS:Global Studiesの省略で本校の課題探究の根幹
Do◉ 本校生徒の強みである語学力,プレゼン力を伸ばしつつ論理的思考力

ツールの解説等の弱みも補強された‘共生への扉を開く’ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾘｰﾀﾞｰの育成
GSⅡB,ⅡCの教材

ツールのポイント 課題探究の中心的な学年である2年の授業
のオリジナル教材で、年間計画、ルーブリック1 強みと弱みを最初に分析,育てたい16の力を基に34の評価指標を設定 評価まで全て英語で簡潔に要約
GSⅡBでは英語での課題探究のスキルを習

2 毎年t検定で有意な変化がないかを確認し,この結果も踏まえながら 得し論文発表に至るべく、教材を開発。今回
は、質的調査と量的調査の違いなどを英語ビジョンに向かって指導プログラムや教材に改訂を重ねる で解説する資料もある
GSⅡCでは、地歴公民科と英語科の教科3年間SGHのプログラムを受けた1期生～3
横断学習としており教材を開発。今回は”the 期生を比較すると、後になるにつれ、34の評SGH事業実施に Role and Impact of Fashion on the 価指標の得点の伸びが高い

必要だった資源 Teenagers of Japan and India“のテーマでGSを受けた生徒の能力の伸びを受け、34の
実施した授業の流れの資料もある指標に改良を重ねる方向で検討中
ActionCheck

人員 指定期間終了後のいま取組内容の評価
基本的に継続しており、多くの取組を34の評価指標も用いながらSGH推進委員会や
WWLに継承している国際科の教員で授業の評価、日々のプログラム金銭

の改良を行っている WWLは国際科だけでなく、全生徒を対
5年目の取組時にも、最初に設定した育てたい 象とすること、また本校のみならず、国内
力に立ち戻り、取組に磨きをかけられた時間 外の他校と協働してアドバンストラーニン
評価をすることで、論理的思考力を身につけ、自 グのネットワークを形成するなど新たな挑
らの課題を解決しようとする主体性が確立してき 戦がある
たことが明白になった心理
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異文化理解指導教諭を筆頭に3名の教員と、1名の国際機関勤務経
験者（OB）で、計画を熟考。その後指定3年目に委員会を立ち上げ、
組織として課題探究ができるよう計画的な人事に
SGH予算を外国人講師2名、ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ1名の人件費、海外研修の
生徒分に主に活用。また大学等の専門家を招く講師謝金にも活用
特に計画策定時、プログラム立ち上げ時は一部の教員に負担がかかり、
毎晩遅くまで勤務することもあり
伝統校ゆえ開始直後は全員が納得する雰囲気があるわけではないが、
成果によりSGHや課題研究を理解してもらうムードを醸成。また「まずは
生徒への見守りを」と心理的ハードルを下げて仲間を増やす工夫も

取
組
概
要

成
果

取
組
概
要

成
果

事例 指導方法開発 教 材 開 発 評価方法開発
5 大阪府立三国丘高等学校 学校外部の発想を積極的に活用した本校独自のCSｶﾘｷｭﾗﾑ（大阪府）

Plan
実施体制の概要 ツール作成の背景

全校生徒数：約1,000名 校内の体制：SSHや他の課題研究との協働を計るCS 平成21年度から大阪府のグローバルリーダーハイスクール（GLHS ※現在の名称）
（うちSGH Core Program受講者は約125名とする） の指定を受け、異文化理解教育を実施。その際に、Creative Solutionsという名の（Creative Solutions）委員会 指定開始時は3名程度

もと、一名の教員で、グローバル教育を進めていたSGH対象学科： だったが、生徒の対象拡大に伴い創設
当時は体制、計画ともに盤石でなかったため、進学のためのキャリア教育という色が強く、（各学年40-50名程度を対象とする） 国内連携機関：京都大学、関西学院大学や
課題探究の色を一層進める必要があるとの問題意識があったHP：https://www.osaka-c.ed.jp/mikunigaoka/all-index.html 日本政策金融公庫等と連携 一貫した課題探究×グローバル教育の必要性を感じながら、自治体の教育予算も

（SGHの取組はこちら： 連絡先 減少傾向にあり、財源の必要性を実感。SGHを積極的に活用する方向へ
https://www.osaka-c.ed.jp/mikunigaoka/zenniti/08_SSH_SGH/SGH/sgh.html T-TanakaKazuyo@medu.pref.osaka.jp 国際人としての理念、先進国、途上国を学び、自由な発想のビジネスプランを提案SGH委託費用総額：約4,792万円 ☎ 072-233-6005 できることを目指し、体系的なカリキュラムと評価の仕組みを構築
（H26：1,553万円、H27-H30 680万円～1,000万円/年で推移） 教職員の多くはビジネスを経験したことがないため、企業、大学講師などのノウハウも積

極的に活用
何を目指したか

Do◉地球規模での持続可能な社会の構築に貢献する
ツールの解説創造的課題解決能力を持つ人材育成
Creative Solutions（CS） 評価ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの説明ｽﾗｲﾄﾞ

ツールのポイント カリキュラム
ルーブリックだけでない、グローバルリーダーとしスタンフォード大学の起業家講座の書籍やビ

1 ての資質を測る評価方法を模索デオなどを基に担当教員が学び、高校生向け自由なﾋﾞｼﾞﾈｽ開発に誘導できるよう、海外大学、国際機関の学びの
時間を区切り、具体例を記載できる自己評にアレンジし教材開発をした授業（Let’s beアイディアを活用し、1年生時に生徒が自分で動くためのｲﾝﾌﾟｯﾄをする 価を行い、自信を持てた点、悔しかった点などcreative)や、元国連職員の研修講座を基
印象に残る評価を実施にアレンジした授業（Logical2 将来のグローバルリーダーに必要とされる資質を外部専門家と共に模索し その後他の生徒による他者評価を経て、他Framework）等を組み入れ、生徒が自分他者評価を通じたメタ認知と、他者の改善を促すﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを採用 者との対話の中でメタ認知を行うで動き、自由にビジネスを発想できるよう支援

オープンマインドや多様性の理解については、 当初は他者評価に遠慮がちな生徒もいたが、SGH事業実施に 2年生時点で伸びがあり 人格の指摘はしないなどの聞き取りルールを
必要だった資源 新たな視座やフォローシップなどの能力は3年 定め、大学進学時の志望動機作成などでも

生時点で一層の伸びがあり 他者評価を採用する生徒も
ActionCheck

人員 指定期間終了後のいま取組内容の評価

ビジネスへの導入を支援するだけでなく、3年生の対象生徒の約半分が創造的課題解決
金銭 SDGｓへの導入支援もめざし、社会課能力の伸びを実感

題への挑戦を実施。若手教員の関心をまた高校生ビジネスプラン・グランプリ優勝、SGH
持てるテーマを積極的に採用（現在は全国高校生フォーラムで審査委員長賞を受賞し

時間 ｽｰﾊﾟｰｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（SGP）というたチームもあり（高校生ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗﾝ・ｸﾞﾗﾝﾌﾟﾘ
名前で評判の高い授業を実施）はファイナリストや100位入賞チームを毎年輩
同窓会の支持を確保し、教員渡航費出）

心理 を捻出
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県からの教員加配1名と、SGH予算を活用した事務職員1名、海外
交流アドバイザー（出雲市観光協会職員等）1名を追加配置
SGH予算は、追加人員の人件費2-3割、海外研修3-4割で残りの4
割は国内の課題探究のための謝金や旅費に活用

取組が活性化するにつれ、放課後や土日の課外活動が増加し負担
が増加
部活動のような外部指導者や課外活動手当のようなものがないため、
課外活動についての人的補償や金銭的インセンティブがない。この点は、
全教員参加型の体制の場合、負担感につながる可能性あり

取
組
概
要

教員用指導マニュアル

成

果

事例 指導方法開発 教 材 開 発 評価方法開発
6 島根県立出雲高等学校 人事異動によるﾉｳﾊｳ逸出を乗り越える教員専用マニュアル（島根県）

Plan
実施体制の概要 ツール作成の背景校内の体制：校務分掌としての教育開発部、
全校生徒数：約960名 SG探究など毎週の授業を担う副担任陣の副担任会議 課題探究学習を通じて、一方向型の授業ではなく、対話型の授業スタイルであ

（うちSGH対象生徒数約520名を対象とする） （毎週のLHR開催時間帯に実施）、 る「出雲スタイル」を全教員が習得することを目指し、全教員参加型の体制とする
SGH対象学科：普通科文系クラスを中心とする 全教員の担う教員アドバイザー研究会（年2回）など 1人の教員が40名の課題探究プロジェクトを管理することには限界があると考え、
HP：https://www.izumo-hs.ed.jp/ 複層的な体制で教員の全員参加の仕組みを構築 全教員が研究プロジェクトのアドバイザーになり、課題探究のサポートをする体制を
（SGHの取組はこちら： 国内連携機関： 構築
https://www.izumo-hs.ed.jp/category/ssh-cate）「地域と国際社会」等をテーマに島根大学などと密に連携 SGH開始当初は校長の強い牽引力をもって軌道に乗ったが、人事異動とともに
SGH委託費用総額：約4,799万円 連絡先 次第に創設時メンバー以外には理解しにくい暗黙知が生じつつあった
（H26：約1,400万円 izumokoko@pref.shimane.lg.jp 4年目に、SGH主任も人事異動したことが契機の一つとなり、全教員がモチベーH27以降：約740万円～980万円/年で推移） ☎0853-21-0008） ションを維持・向上させながら関与する、全教員参加型を真に実現するために、暗

黙知を明文化し、共有するマニュアルの作成何を目指したか
Do◉ 地域・社会の課題を自らの能力で解決する使命感を持った

ツールの解説グローバル・リーダーの育成

ツールのポイント
1年間の大きな指導の流れ、具体的な行事予定と各指導段階での参照すべき資料を提示し、全
体方針を分かりやすく解説1 創設メンバーの暗黙知を新着任教員にも明文化して共有 そのうえで、①アドバイザー教員の期待される役割から、②資料分析以外の調査活動指導上の留
意点、③研究レポートの点検項目をまとめたチェックシート、④評価ルーブリックシート、⑤具体的な2 全教員の関与を実現するために、分からないから関与しないという 生徒への指導参考例などを提示
マニュアルに加え、年2回、アドバイザー教員のための勉強会を開催し、通常の教育活動を教員間状態を避け、教員の約9割がSGHの取組を肯定的に評価 で相互に確認しあい、マニュアルの根底にある共通理念も含め指導方法の定着を図る

アドバイザー教員の負担を軽減し「分からないから関与しない」という状態を避けることが可能にSGH事業実施に 教員アンケートでは、9割以上がSGHの取組を肯定的に評価し、教員間の温度差を極小化
必要だった資源 SGH以外の授業でも、全ての教科で対話型の授業が現在も実施されている

ActionCheck
人員 指定期間終了後のいま取組内容の評価

基本的に継続しているが、追加人員のSGHの取組が生徒の地域・社会へ貢献する使
人件費は捻出できず停止命感や姿勢につながる効果があると思うか、という金銭

設問に対して、教員の9割程度が否定的でない 保護者からの評価が高いため、PTAから評価であった 生徒の海外渡航費や講師謝金などの資また生徒の地域の事柄や課題への興味関心に時間 金が提供されているついて、指定2年目に比べ5年目は平均ポイント
が上昇。国際的な課題についても同様の傾向が

心理 見られた
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SGH予算以外を活用し、課題探究の専従教員1名、ALT１名やグ
ローバル講師１名を県から配置。この他週4日勤務の事務スタッフ1名
をSGH予算で配置
SGH予算は1年目はICT整備費に活用、2年目以降はSGH予算は
海外研修費や講師旅費・謝金に充てている。この他、県からの予算や
同窓会基金を活用し、ICT環境の向上も行っている
SGH事業に専念できる教員により、マニュアル作りについては2週間程
度を要した
卒業生ネットワークの活用をしているが、近隣大学に進学していないと
定期的・継続的な関係性構築は難しく、対応を模索中

取
組
概
要

インタビュー実践授業 指導マニュアル

成

果

事例 指導方法開発 教 材 開 発 評価方法開発
7 長野県長野高等学校 質の高い質問を創出するインタビュー実践授業 指導マニュアル（長野県）

Plan
実施体制の概要 ツール作成の背景

チームで課題探究をする場合であっても、得意な生徒だけが実践するのではなく、全校生徒数：約280名
「全員の生徒」が主体的に取り組むことを目指し、1チーム約５名の生徒に対し指校内の体制：専従スタッフを3名もつ事業推進室を設け、（うちSGHは1年、2年は全員対象とする）
導教員1名がつくという少人数体制の構築を目指す中核的に授業を牽引SGH対象学科：

国内連携機関：卒業生のネットワークを活用し、全員（普通科）を対象とする 少人数教育体制での指導の充実ため、各クラス一律に生徒が「問いを立てるス
東京大学、APU立命館アジア太平洋大学等と連携 キル」、「情報を発信し、共有スキル」、「場をファシリテートするスキル」を獲得できHP：https://www.nagano-c.ed.jp/naganohs/

るよう、共有すべき「指導教員の基本理念」を提示連絡先（SGHの取組はこちら：
sgh-naga@nagano-c.ed.jphttps://www.nagano-c.ed.jp/naganohs/sgh/index.html また、早期に集中的にスキルを身に着けるべく、夏季特編授業等を活用して、短
☎026-234-1215 期集中プログラムの中で活用SGH委託費用総額：47,626,137円

（H26：約1,532万円、H27以降680万円から990万円で推移） なお、課題探究の実践のために、ICTによる学校環境の改善も1年目に実施し、
Google for Educationも活用し、海外の高校生との共有スライドを用いたプレ

何を目指したか ゼンテーション共同制作なども実施
Do◉ 国際都市NAGANOの観光資源の活用を意識し、

ツールの解説グローカルな課題探究のできる人材の育成

ツールのポイント 1年生7月に集中して、14クラスでインタビュー実践を行うべく、SGH主担当教員以外の指導教員
でも、共通の指導理念を持ち、自分事として関われることを目的として作成1 14クラス同時展開で行うインタビュー実践に必要なスキル獲得に向け、 授業の目的、位置づけ、育てたい力を理解したうえで、授業をある程度均質にサポートできるよう、
30ページ程度のマニュアルを作成生徒・教員双方に汎用性のあるノウハウを一括して編集 教員向けの指導マニュアルでありながら、生徒自身も読み手として活用できるよう、生徒に必要な
役割なども記載2 SGH主担当以外の教員も運営できるよう30ページに亘り細かに作成
当日の1コマの授業の流れだけでなく、授業の中で、どのように生徒同士の意見を引き出すかの例
や、ワークシート様式なども一括して掲載、視覚的に解説

SGH事業実施に 転勤後まもなくして引き継いだ担当者からは、マニュアルに沿えば実施しやすいとの評価をもらった
また、課題探究に必要なインタビュースキルを向上させることに繋がるだけでなく、生徒たちが運営必要だった資源
する国内外での発表におけるファシリテーションにも有効なスキル、経験を獲得

ActionCheck
人員 指定期間終了後のいま取り組み内容の評価

文科省中間評価を受け、卒業生との強固なネッ 基本的に継続しており、文科省地域協
トワークを形成すべく同窓会で生徒発表をする機 働事業（グローカル型）で取り組み内金銭
会を構築 容を継承
同窓会での生徒発表の評価が高かったことをきっ 県、地域（コンソーシアム）、台湾教育かけに、同窓会からSGHへの資金提供が増加時間 局との既存ネットワークが今年度からさら3年次のSGH選択者が平成26年度は12名 に活性化し、台湾教育局が海外インタだったが、平成30年度は33名に増加 ビューの対象にもなっている心理
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札幌市からの英語教育を担当する外国人常勤講師（GEA global 
English assistant）追加派遣（1１名）
SGH以外の費用で内部の指導人員体制を構築し、SGH予算により
国内外のフィールドワークや探究パートナー（外部講師）と積極的に
交流（※SSH指定もあり）
全員参加によりなるべく負担の分散を図るが、探究パートナーの増大と
ともに、土日などの課外での負担が大きい
教員自己評価の「変化の実感」は99%が変化の実感を持つが、多忙
ゆえにSSHとの連携や学校目標にもある「余裕」が減っていった

取
組
概
要

20の評価指標

成

果

未知なるものへの興味（好奇心）や多様な
価値観を認めあう姿勢、夢はかなうと思う気
持ちなど20の項目で、生徒に自己評価をさ
せるもの
毎年同じ項目で質問をセットし、向上したかど
うか自己評価させる

取
組
概
要

事例 指導方法開発 教 材 開 発 評価方法開発
8 市立札幌開成中等教育学校 学校目標の「多様性の涵養」を目指す評価ツール（北海道）

Plan
実施体制の概要 ツール作成の背景

校内の体制：校内SGH委員会、SGH主任の設置、全校生徒数：約960名 H26年度に開成高校から、開成中等教育学校に再編し、札幌市で特色のある
全教員がSGHかSSH、国際バカロレア（IB）のいずれか（うちSGH対象生徒数 1学年40名程度） 学校として活動するという使命
希望するものを担当するボトムアップによる全員参加SGH対象学科： 学校教育目標「わたし、アナタ、min-na そのすがたがうれしい」をベースに、多様国内連携機関：コズモサイエンス科を中心とする 性を絶対的価値とした人材育成を目指す北海道大学、伊万里市民図書館、北海道ガス等のHP：https://www.kaisei-s.sapporo-c.ed.jp/ SGHの目標には、①自ら課題を発見し、生涯にわたって学び続ける力、②自己SGH探究パートナーと連携（H30年度以前の取組は上記HPのうち を肯定し、多様な価値観を認め合う心の余裕、③未知なるものに挑戦し、自ら道連絡先「SGH」タブをクリック） を切り開く勇気の3つの力を設定yasuyuki-koizumi@sapporo-c.ed.jpSGH委託費用総額：39,862,830 円
☎011-788-6987（代表） SGH事業計画の流れ（H26：約1320万円、H27以降540-800万年/年で推移）

2:プロジェクト研究 3:個人課題研究1:課題探究基礎
高2相当 高3相当高1相当

何を目指したか
Do◉ 「課題探究は楽しい」と感じる授業づくりを通じ、

ツールの解説多様性を絶対的価値とした人材育成
チームビルディングを目指し、対話力
（ダイアログ）を育てる授業ツールのポイント

日常の授業の中でも高1相当の生徒に「話し1 SGH指定年度に開設された学校目標と整合の取れた目標設定と評価 合いのガイドライン」という憲章を作らせている
が、ツールでは、サマーキャンプでの活動の様2 3つの目標を20の評価指標に具現化 子を掲載
サマーキャンプでは、国際問題をテーマに意見3 日常の活動はポートフォリオ、文章評価し、年度の最終段階に総括評価 だしゲームを行っており、3日間の中でプログラ
ムの最初と最後に同じテーマで実施H27年度入学の生徒の伸びが高く、新規開
対話の約束の1つとして、「意見に正しいも間SGH事業実施に 発された社会科学特論（高大接続）等の
違いもない、自分の意見は自分だけのもの」授業の成果と評価でき、プログラムの改善に必要だった資源 を掲げる寄与

ActionCheck
人員 指定期間終了後のいま取組内容の評価

SGHの取組は生徒、保護者ともに評価当初のゴールに据えていた課題探究を楽しいと思
が高くほぼ継続しているが、海外研修に金銭 うか、について卒業時あるいは指定終了時には、
ついては教員旅費等の捻出が難しく、修大変向上、やや向上と回答するものが約8割
学旅行として姉妹校提携をした学校等と課題探究は進路探究にもつながるという考えのも
探究の海外フィールドワークを実施時間 と、進路選択においても、課題探究で得たテーマ
今後はIBの本格化を通じ、探究を進めや研究者のもとに進学を決める生徒も生まれ、学
ていくが、特に中等教育学校として、中校として課題探究を踏まえた進路指導を実践

心理 学1年～3年相当との異学年交流、異
学年ゼミなどを行うことを検討中
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追加の専任教員は雇用せず、教育開発部副部長とグローバル教科主
任、国際クラス担任団を含む３̃５名程度の教員が事業を牽引。事務
職員のうち1名をSGH担当とする等、既存の人員を活用
校外での大会、研究発表会等への交通費、海外フィールドワーク費用
外部講師への謝金、等に充当
中核となる教員は長時間働いたという印象があるが、他の教員もそれぞ
れに別の業務を抱えている状況
生徒の変化が教員のモチベーションになり、教員を変化させるため、
生徒が変わるように働きかけながら、その変化をとらえやすい機会を作るこ
とを意識

取
組
概
要

成
果

取
組
概
要

取
組
概
要

事例 指導方法開発 教 材 開 発 評価方法開発
9 名城大学附属高等学校 ゲーム感覚で5S･5Mのｽｷﾙ獲得までの実績を溜めるﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ開発（愛知県）

Plan
実施体制の概要 ツール作成の背景校内の体制：SGH実行委員会による立案・企画の下で、

校務分掌としての開発部（SSHとSGHを所掌）を実行の
全校生徒数：約2,009名 推進母体する。実行は分掌部員でもある国際クラス担任団 SGH指定前の国際クラス設置時（17年前）から多文化共生や国際性、課題研究

やグローバル教科担当者が中心 活動を重視した教育を掲げていた（うちSGHは約91名を主とする）
管理職は、２名の教頭のうち、SGH担当の教頭も配置 SGH指定を受け、育てたい力を５S（スキル）、5M（マインドセット） と設定SGH対象学科：
国内連携機関：名城大学、名古屋大学、JICA中部、愛 （設定には、大学教員や企業の採用担当などへのインタビュー調査のうえ作成）国際クラスを主とし、一般進学クラス1年及び、 知県中小企業家同友会等と連携一般進学クラス2、３年文系も対象に含む 探究活動や任意の校外での活動等、あらゆる学習活動の主体性のきっかけとなる、
その他、愛知県周辺の高校とも課題探究の成果やノウハウ 最初の一歩を踏み出す機会を作りたいHP：http://www.meijo-h.ed.jp/ 等を共有できる機会を設定（SGHの取組はこちら （背景には、ゲーミフィケーションの理論からくるアイデアがあり、学びの場でも「楽しさ」が

http://www.meijo-h.ed.jp/super/sgh/） 連絡先 haneishiy@meijo-h.ed.jp 重要という認識）☎ 052-481-7436■ SGH委託費用総額：約4,721万円 教員が生徒の任意や校外での活動について、完全に把握するには限界があるという問（H26：1,496万円、H27-H30 740万円～880万円/年で推移）
題意識もあった（生徒が自ら積極的に教員に伝達しない限り、教員は把握できていな
いことを認知できない）

何を目指したか
Do◉身の回りの多様性の理解から始める、

ツールの解説摩擦・失敗を乗り越え、協働できるｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｼﾁｽﾞﾝの育成
リフレクションシートグローバルパスポート

５Sと５Mの中で生徒自身が特に伸びを感じツールのポイント 本校SGHの目指すべき能力である５Sと５ るスキルやマインドセットを2つ列挙させ、メタ認Mの習得に向け、①本校事業への参加、② 知を促進する教材1 プレゼンの実施、③フィールドワークへの参加、マイルを貯めるゲーム感覚を用いて「楽しみながら」メタ認知を進め、 「どんな時に」伸びを感じ、「どんな障壁等を感④学外事業への参加、⑤学外大会への参経験から自信、自信から更なる意欲を生み出すサイクルに着目 じ」、「どんな変化が生まれたか」などを記載させ、加、⑥資格試験の結果等、実績を生徒に 次なるｽﾃｯﾌﾟに進ませる記載させる2 生徒には、社会の一員として校外でも活動する主体性を高めてほしい。 Super Global Test実績が増える度にﾏｲﾙが貯まるﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ形式しかし、校外の活動を教員が完全には把握しきれないという問題意識も にしており、ゲーム感覚で取り組める仕掛けに ｱｶﾃﾞﾐｯｸｽｷﾙ把握用ﾙｰﾌﾞﾘｯｸ
５Sと５Mの力を46の指標に分解し、年に2対象生徒全員が目標ﾏｲﾙを達成し、年度をSGH事業実施に 回、生徒による自己評価を実施経るごとに獲得マイル数が増加。様々な活必要だった資源 この５Sと５Mを基盤に作られたｱｶﾃﾞﾐｯｸｽｷﾙ動に参加することが定着した文化に 把握のためのﾙｰﾌﾞﾘｯｸを3種策定

ActionCheck
人員 指定期間終了後のいま取組内容の評価

SGHのノウハウを学校全体に広げるべく、Super Global Testの評価では、主となる国際
探究型学習推進委員会を新たに設置クラスでは、入学当初から高い平均値だが金銭 多くの取組を継続しており、SSHも含め（3.8）、学年、指定年度の進行とともに、4.0-
「探究の名城」という強みを持ち続けるため4.2近くまで伸びている。一方、一般進学クラス
に挑戦中文系は3.4-3.7前後で留まる時間
海外研修は行先を限定するなどして継続独自カリキュラムが進学理由になった保護者の割
「課題探究」等の授業内容を精選・マニュ合は、H25年度は2.5割だったのに対し、H27年
アル化度に4割、H29年度には7割まで上昇心理
生徒は今年度も校外の研究大会で発表
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途中CBLの中核的人材が退職したが、タイミングよくSGHの各種プログラ
ムに関心のある教員が採用可能に（元々特色ある授業を歓迎する私
学のため、民間経験のある教員も複数名在籍）
外部の専門家を講師として招き、著名な先生を招く場合もあったため、
予算の5割程度が講師謝金等に捻出
例えばCBLの評価指標の作成には、1月～9月までの期間を要し、中核
を担う教員の労働時間は長期化の傾向。更に10月以降も見直し実施
当初役割分担としてﾒﾝﾀｰ教員を割り当てていたが、モチベーションの低さ
などが課題になり3年目から手上げ方式に変更

取
組
概
要

成
果

取
組
概
要

取
組
概
要

Business Solutio

事例 指導方法開発 教 材 開 発 評価方法開発
10 品川女子学院 家庭科を基軸にしたCBL授業での学術的成果の発表方法に関する教材（東京都）

Plan
実施体制の概要 ツール作成の背景

全校生徒数：約1,281名（うち高等部は646名） SGH指定前から、「28歳の自分」を思い描き、実現するために必要なことを模索する校内の体制：学年主任や教頭、教科主任で構成する
（うちSGHは約645名とする） ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（28project）という特色ある取組を中等部・高等部で実施実行委員会の他、メンター教員同士が相談できるコミュニケ
SGH対象学科： 28projectでは、外部の専門家を講師として招くと共に、起業体験プログラムなどを高ーションツールの採用
（中学3年生、）高校1年生、2年生全員を対象とする 校1年生、2年生相当で実施していたが、SGH指定を受けて授業内容を再構成国内連携機関：株式会社グラフ等の起業関係の支援を 再構成に当たっては、高校2年生全員が受講できる授業である家庭科を基軸にしたHP：https://www.shinagawajoshigakuin.jp/ する民間企業、東京大学、NPO等と連携 CBLを開始（SGHの取組はこちら： 連絡先 日常の身の回りでmake a differenceを起こす「学術的研究」を行うことを目指したhttps://www.shinagawajoshigakuin.jp/sgh/ sawamoto@shinagawajoshi.ed.jp ため、その課題設定、調査方法とともに、学術的成果を、いかに発表し「知識のバトン」
SGH委託費用総額：約3,572万円 ☎ 03-3474-4048 を繋ぐかという点を重視した教材を開発することが必要に
（H26：587万円、H27-H30 680万円～800万円/年で推移） 併せて、SGH指定以前の起業体験プログラムで行っていた商業的プレゼンとの違いを

分かりやすく解説することも必要だった
何を目指したか

Do◉自ら社会の問題を発見し、多様な人を巻き込んで、
ツールの解説問題解決に一歩を踏み出す「起業マインドを持つ」人材の育成
学術的プレゼンガイドブック CBLメンターマニュアル
CBL研究計画書 CBLはﾒﾝﾀｰ教員を33名設定し個別に生徒ツールのポイント CBL評価ルーブリック ｸﾞﾙｰﾌﾟの相談を受ける体制を構築(1ｸﾞﾙｰ
CBLの全10回の授業で論文、学術的プレゼ ﾌﾟ/1教員)。更に外部ﾒﾝﾀｰ(1名)を設定1 日常の衣食住を通じて、半径2mの身の回りの課題を設定し解決する ンを実施させるために、研究計画書（なぜそ 「答えをインプットしない」指導をどのようにすべ授業（CBL: Challenge Based Learning）で活用 の課題を解決したいか）の型を開発 きかを悩む教員も多く、指導上のポイントや各
これらの成果を発表するプレゼン方法につい 段階での依頼事項などを掲載2 問題設定方法→指導者マニュアル→成果の発表方法→評価指標の てもガイドブックを作成し、これまでの商業的プ n ﾜｰｸﾌﾞｯｸ
レゼンとの違い、プレゼンの目的は何かを解説連続性のあるツールのうちの、成果発表方法のパーツ CBLと共に、個人でのビジネス課題の解決を最終的には、CBL評価ルーブリックを開発し 目指す全13回の授業で活用するﾜｰｸﾌﾞｯｸ評価を実施SGH事業実施に 現象＝問題ではないこと、既存の事業にないCBLルーブリックでは「自ら取り組める解決方必要だった資源 独自性など商業的な側面にも配慮（作成法の提案」等の力が伸び、CBLによる自身の

者の教員は元民間企業の社員）成長実感は対象生徒の9割が実感を持つ
ActionCheck

人員 指定期間終了後のいま取組内容の評価
元々特色のある授業やﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄをおこCBLﾙｰﾌﾞﾘｯｸでは、生徒の自己評価は計測でき
なうことを歓迎する教職員の雰囲気があるものの、グレーディングという観点での信ぴょう性金銭 り、SGHプログラムや28projectに関心は高くなく、Glow360という民間開発の潜在能
のある教員を現在も雇用力評価を採用（気質診断→自己評価→他者

評価）時間 CBLやデザイン思考の授業など好評だっ
Glow360の他者評価「表現力」は伸びを確認 たプログラムを中心に継続
他者を中立的に評価することに生徒が必ずしも

現在は講師として、無償の協力をしてく心理 慣れておらず、改良を検討中
れる保護者なども登用



Ⅴ-2 目的No3-1 担当教員向け調査 調査結果（エグゼクティブサマリー）

平成31年度（令和元年度）スーパーグローバルハイスクール事業の成果検証 調査設計
教員向けWebアンケート調査 結果報告

• 調査対象：平成26年度SGH指定校56校でSGH事業に関わっ
た教員（管理職を除く）。各学校2~3名程度に対して任意で回RQ1：SGH事業への関わりを通して、参加教員はどのような経験、資質・能力、ネットワー 答を依頼。クを得たのか。 • 調査方法：Webアンケート調査（調査期間：令和元年10月4
日～11月5日）RQ2： SGH事業への関わりを通して、 組織（教員集団）は、どのような経験、資質・能

力、ネットワークを得たのか。 • 有効回答者数：94（回収率（推計）：56.0％）

＜授業への影響＞
①自分自身の成長・変化

• 多文化共生に関する知識・理解の向上、広く国際的な知識・理解の向上、学校
外の組織等と連携・協力する力、多様な人とのコミュニケーション力、知識を構造
化する力において9割超※の回答者が成長実感。 ※「あてはまる＋まああてはまる」の割合

• SGH以外の授業でも、内容面の国際化、協働的、探究的な手法面の充実等の変
化が見られる。

• また、国際的な視点、多文化共生の視点を踏まえた進路指導、生活指導が可能に
なる等の影響も確認される。

＜組織の成長＞

②組織の変化

• 教職員間で連携･協力する力、学校外の組織等と連携･協力する力をはじめ、組
織としての力が向上したとの実感が得られている。 特に、SGHが学校内外の連携・
協力を促す効果があったことが読み取れる。

注）8割超の選択肢を抜粋

＜ネットワークの継続＞ ＜教員支援ニーズ＞③ネットワーク形成

• 96.8％が国内組織とのネットワーク拡大、72.3％が国外組織とのネットワーク拡大
ができたと回答。

• 7割超が、組織として／個人として国内連携機関とのネットワークを継続。
• 事業の際、連携機関、指定校間のネットワーク形成支援に係る支援ニーズが高い。



100.0%

53.5%

72.1%

41.9%

81.4%

97.7%

27.9%

44.2%

62.8%

78.4%

45.1%

39.2%

35.3%

76.5%

66.7%

15.7%

17.6%

21.6%

海外研修

留学生または帰国子女の受入

海外提携先等からの生徒の短期訪問

ﾃﾚﾋﾞ会議､Skype等を利用した国外の学生との交流

ﾌｨｰﾙﾄﾞﾜｰｸ

英語による生徒の成果発表

国際会議の開催･参加

外国語によるﾎｰﾑﾍﾟー ｼﾞからの情報発信

外国人教員などによる授業

47.2%
25.0%

連携校(大学)

Ⅴ-2 目的No3-1 担当教員向け調査 調査結果（エグゼクティブサマリー）
④担当教科（外国語担当/それ以外）による違い

• 担当教科として外国語を教えている教員とそれ以外の教員の別で、SGHへの関わり方や成長実感、ネットワーク形成等の違いを見ると、以下の示唆が得られた。
• 英語・外国語を用いたプログラム、英語・外国語を用いた授業の実施率に大きな差がみられ、外国語担当教員がそれらを主に担っている。
• 国外組織とのネットワーク拡大についても外国語担当教員が主導しており、特に連携校の大学とのネットワーク形成において大きな役割を果たしている。
• 外国語以外の担当教員で国内語学研修のニーズが高いことなどが読み取れ、語学力がボトルネックとして認識されていることが示唆される。非外国語科目の教
員も含めた、学校全体の語学力の向上が、SGHの全校的な展開や、負担感の平準化に寄与することが考えられ、そのための支援の必要性が導かれる。

＜教員支援ニーズ＞＜携わったプログラム＞ ＜自身のネットワーク形成＞

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

＜拡大した国外ネットワーク＞
76.7%高大連携 0% 20% 40% 60% 80% 100%66.7%

74.4%企業または国際機関との連携 66.7%連携校(高校)68.6%
56.3%

81.4%参加校との連携または交流
86.3%

44.4%連携校以外の高校
31.3%

27.8%連携校以外の大学
18.8%

58.1%教職員研修 38.9%民間企業47.1%
37.5%

67.4%指導方法等の開発 38.9%NPO等の非営利団体66.7% 31.3%

65.1%SGHに係る教育課程 5.6%その他64.7% 3.1%

(n=36) 外国語 (n=32) それ以外
9.3%その他
5.9%

(n=43) 外国語 (n=51) それ以外



Ⅴ-2 目的No3-1 担当教員向け調査 調査結果（エグゼクティブサマリー）
⑤教員歴による違い

• 教員歴の別で、SGHへの関わり方や成長実感、ネットワーク形成等の違いを見ると、以下の示唆が得られた。
大まかな傾向として、若手教員は生徒に直接かかわるプログラムへの参加、中堅～ベテラン教員は、指導方法の開発や教育課程、教職員研修や組織間の
連携調整などの役割を担っている傾向が見て取れる。また若手教員ほど、英語での指導等含め、様々な指導方法を取り入れている傾向が読み取れる。
実施・参加した研修等についてみると、特に若手教員において、SGH関連の校外研修参加の割合が低くなっている。また、他校(SGH校)の教職員や外部
の専門家から相談・助言をもらう機会が相対的に若手教員で少なくなっている。
相対的に、ベテラン教員の方が研修の必要性を感じている。①若手教員は積極的に新しい指導方法を取り入れており特に支援の必要性を感じていない教
員が多い、②若手教員は校内外研修への参加が少ないことから、ニーズが顕在化していない、などの可能性が考えられる。
若手教員においては指定校間や各種連携機関とのネットワーク形成のニーズが高いことが読み取れる。この結果は若手教員における校外研修の参加機会
の相対的な少なさとも整合している。若手教員に、より校外の研修・ネットワーク拡大機会を与えていくことが望まれる。

＜教員支援ニーズ＞＜携わったプログラム＞ ＜実施・参加した研修等＞

＜必要な教員支援＞



Ⅴ-2 目的No3-1 担当教員向け調査 調査結果（エグゼクティブサマリー）
⑥校外研修等の有無による違い

• 校外研修参加の有無、またSGH校教員との相談・助言関係の有無ごとに、成長実感、ネットワーク形成等の違いを見ると、以下の示唆が得られた。
校外研修に参加することで、「他校（SGH校）の教職員」とのネットワークが形成され、その後の相談・助言関係が形成されることが示唆される。
自身の成長実感のすべての項目で、研修参加者の方が成長実感が高くなっている。特に「外国語の技能」「文化の違いに起因する困難を解決する行動力」
においてその差が大きい。
研修の有無は、教員個人に対する授業への影響のみならず、生徒指導、進路指導、学級経営等に対する影響についてみても、校外研修参加者において、
より影響が大きく見られるようになっている。特に、多文化共生・尊重の観点からの学級経営について、大きな差が認められる。
校外研修に参加した教員ほど、また外部専門家の指導を受けた教員ほど、国内連携機関との関係性が「継続している」という回答割合が高い。「組織として」
関係が継続しているとの回答において大きな差が生じていることも特徴であり、研修参加等の機会は、個人への好影響のみならず、組織に対しても恩恵をも
たらしていることが分かる。

＜校外研修参加の有無×相談・助言をもらった相手＞ ＜自身の成長実感＞ ＜生徒指導等への影響＞

＜国内連携機関との連携の継続状況＞

※参加/不参加はSGH関連の校外研修への参加/不参加のことを指す



81.8%生徒の活動の様子から、所属機関の業務に活かせる気づきや学びを得た

Ⅵ-2 目的No3-2 国内連携機関向け調査 調査結果（エグゼクティブサマリー）

平成31年度（令和元年度）スーパーグローバルハイスクール事業の成果検証 調査設計
教員向けWebアンケート調査 結果報告

• 調査対象：平成27年度指定校の国内連携機関の主担当者
（大学、国際機関、民間団体、NGO、NPO等）。基本的に指

RQ：国内連携機関がSGH指定校との連携を維持するためのインセンティブは何か。 定校あたり１機関に依頼。
• 調査方法：Webアンケート調査（調査期間：令和元年度10月
4日～11月15日）

• 有効回答者数：44（回収率（推計）：78.6％）
①SGH指定校との連携状況

＜活動期間＞＜活動計画＞
ｽﾎﾟｯﾄで1日の

0% 20% 40% 60% 80% 100%• 活動計画を高校と協議しながら立案したという割合は約 無回答, 0.0% み, 15.9%
６割と高く、活動期間も１年以上という割合が高い。ま 高校から年間計画の提示があった 65.9% 1週間未満, た、活動内容の改善を図っている場合は、約９割が担 9.1%高校と協議しながら計画を

1週間～1ヵ59.1%当教職員に相談している。 立案した
月未満, 4.5%

高校から短期の計画の 18.2%
提示があった• また、連携機関の約半数はSGH指定校との連携をきっ 1年以上, 

1ヵ月～3ヵ月未56.8%かけとして、プログラムを新たに開発している。 特に計画の提示･策定はなかった 6.8%
満, 0.0%

連携機関から計画の提示をした 4.5%• このことから、多くの連携機関では、SGH指定校を契機 3ヵ月～6ヵ

月未満, 4.5%にプログラム開発を進め、また継続的に関わりながら、
無回答 0.0% 6ヵ月～1年未満, 9.1%活動計画や内容についても協議する関係性が構築で

きているといえる。
＜得られた成果＞

0% 20% 40% 60% 80% 100%

②SGH事業によって得られた成果
指定校とのﾈｯﾄﾜｰｸを強めることができた 75.0%• 生徒の活動の様子から業務に活かせる学びを得たとする

所属機関の活動分野に関心を持つ生徒を増やすことができた 72.7%割合が約８割と高く、SGHの活動が連携機関の本業
学校の様子から、所属機関の業務に活かせる気づきや学びを得た 52.3%にも活かされていることへの満足度が高い。

活動への連携機関側の協力者の成長につながった 52.3%

• 指定校とのネットワーク強化や所属機関の活動分野に 指定校以外の学校その他の機関とﾈｯﾄﾜｰｸを広げることができた 22.7%
関心をもつ生徒の増加なども、多くの連携機関において その他 6.8%
成果としてとらえられている。

特にない 0.0%

無回答 0.0%• これらの要素が、連携機関がSGHに関わることのインセン
ティブとなりうると考えられる。



82.9%継続活動で､生徒のより一層の

成長に貢献したいため

所

すでに継続す

ることが決まっ

ている, 22.7%

未定だが､可能

であれば継続し

たい, 70.5%

＜継続理由＞

56.8%

52.3%

社会認知度･価値向上のための周知･広報活動

目的の明確化

Ⅵ-2 目的No3-2 国内連携機関向け調査 調査結果（エグゼクティブサマリー）

0% 20% 40% 60% 80% 100%＜継続意向＞③SGH事業の継続意向と理由

すでに継続しな 活動に参画することで自身も• SGH事業の継続意向をもっている連携機関の割合は 63.4%いことが決まって 学びを得ることができるため約９割と高い。 いる, 2.3% 活動をより多くの生徒に広めたいため 61.0%無回答, 0.0%

SGH指定校から依頼があったため 34.1%• 継続理由としては、生徒のより一層の成長に貢献したい
という点がもっとも高く、生徒の成長は連携機関にとって 未定だが､今のとこ

単年度では完結しない活動のため 22.0%
ろ継続する意向はも大きなインセンティブとなっている。

SGH指定校から継続に必要な 12.2%ない, 4.5%
事業費の提示があったため

自身において活動に必要な事業費が• また、活動をより多くの生徒に広めたいということも大きな 2.4%
確保できているため理由となっており、連携を拡大していくためには、こうした

属組織から活動継続を促されているため 0.0%意欲をもつ連携機関と高校とのマッチングが重要と考えら
れる。 その他 26.8%

特にない 0.0%

無回答 0.0%

注）対象は、「すでに継続することが決まっている」「未定だが、可能であれば継続したい」と回答した者

0% 20% 40% 60% 80% 100%④SGH事業への要望
予算の増加 59.1%

• 今後、連携機関がSGH指定校との連携維持・強化のた
めに、SGH事業に求められる取組をみると、予算の増加
とともに、社会的認知度・価値向上のための周知・広報
活動、目的の明確化を求める割合が高い。

担当する教員に向けた研修機会の提供 29.5%

• SGHの目的を明確化し、社会認知度を上げることで、所 SGH連携機関同士のﾈｯﾄﾜｰｸ構築のための支援 25.0%
属機関からの協力を得やすくなり、結果的に連携がより

国内連携機関とのﾈｯﾄﾜｰｸ構築のための支援 25.0%促進されると考えられる。
その他 18.2%

特にない 4.5%

無回答 0.0%



87.9%

60.6%

54.5%

63.6%

27.3%

45.5%

生徒の活動の様子から、所属機関の業

務に活かせる気づきや学びを得た

学校の様子から、所属機関の業務に活

かせる気づきや学びを得た

活動への連携機関側の協力者の成長に

つながった

70.0%
48.4%

33.3%活動への連携機関側の協力者の成長につながった

72.7

0.0

74

5%

0.0

Ⅵ-2 目的No3-2 国内連携機関向け調査 調査結果（エグゼクティブサマリー）
＜得られた成果 × 活動内容の改善状況＞

0% 20% 40% 60% 80% 100%③活動内容の改善と得られた成果

• 組織としての活動体制があり、活動期間が長いほど、活動内容の改善につながってい
る。 78.8%

指定校とのﾈｯﾄﾜｰｸを強めることができた 63.6%• また、活動内容の改善が図られているほど、得られた成果として、所属機関の業務に活
かせる気づきや学びを得たり、自身の成長を実感している割合が高い。 72.7%

%
所属機関の活動分野に関心を持つ生徒

を増やすことができた

＜組織としての活動体制 × 活動内容の改善状況（対象：組織として参画した者）＞

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あった(n=15) 27.3%指定校以外の学校その他の機関とﾈｯﾄ
9.1%

改善を図った(n=33)ﾜｰｸを広げることができた
なかった(n=17)

9.1%
その他 0.0%

改善を図った 特に改善を図っていない
特に改善を図っていな

0.0%
% い(n=11)特にない

＜得られた成果 × 継続意向＞

0% 20% 40% 60% 80% 100%

70.0%④継続意向を高める要因 生徒の活動の様子から、所属機関の業務に活かせる気づき 87.1%
66.7%や学びを得た

70.0%• SGHの活動が連携機関側の協力者の成長につな 80.6%指定校とのﾈｯﾄﾜｰｸを強めることができた 33.3%がったと感じているほど、継続意向が高い。
70.0%

.2%所属機関の活動分野に関心を持つ生徒を増やすことができ
66.7%た• こうしたことから、活動内容の改善が図られることが、

50.0%学校の様子から、所属機関の業務に活かせる気づきや学び連携機関側の成長実感をもたらし、さらなる連携 58.1%
0.0%を得た継続への意欲向上につながる可能性が示唆される。

40.0%指定校以外の学校その他の機関とﾈｯﾄﾜｰｸを広げることがで 19.4%
0.0%きた

継続決定(n=10)10.0%
6.その他 0.0% 未定だが継続意向あり(n=31)

継続意向なし(n=3)0.0%
%特にない 0.0%

80.0% 20.0%

64.7% 35.3%


